
行政課題研究講座 ２班発表
災害に備える安心安全な地域づくり

防災ミッション
～自主防災力強化のために～

現状

・日本は世界でも稀にみる災害多発地域である

・行政の対応力には限界がある

○災害に対応するためには地域レベルでの共助
力を高める必要がある

現状の問題点現状の問題点

１．地域の防災活動にバラツキ → 防災対応力にも差

防災組織 防災対策

日立市塙山学区住みよいまちをつく

る会

あり 学区総合防災計画、防災訓練拡充、備蓄倉庫の整備

結城市公達内会 あり 防災訓練、防災講座

結城市西の宮町内会 なし

ひたちなか市相金自治会 あり 救急蘇生法講習

ひたちなか市東中根団地自治会 あり 防災訓練実施（要援護者確認、避難訓練など）

守谷コモンズ自治会 あり 役員・班長宅へ消火器設置、防災倉庫・防災資機材

の購入管理、防災訓練実施など

東海村外宿１区自治会 あり 防犯パトロール

東海村フローレスタ須和間区自治会 なし 防災訓練

取手市戸頭町会 あり 防災講習会・教室、防火資機材、要援護者支援対策

つくば市花畑自治会 あり 要支援者の把握、非常持出し品準備の啓発、救出資

機材確保

２．地域の現状にそった防災対策がされていない

●ハザードマップが活用されていない

●東日本大震災での例

平常時の活動 東日本大震災時の活動 大震災を経験しての課題

西染町自主防

災会

防災訓練

備品等調達管理

安否・被害状況の確認報告、避難

所への避難呼びかけ、避難所開設

・連絡手段が確保できなかった

・備品と燃料の不足

真弓ヶ丘団地

自主防災会

防災意識啓発

防災訓練

備品等調達管理

被害状況の確認、避難場所の解放

周知、住民誘導、自家発電・飲料

水の提供

・非常食の備蓄をしていなかっ

た

課題の設定課題の設定

自助公助

共助

災害対応

１．全地域で防災活動を実施し，「自主防災力」の
底上げを行う



２．地域ごとの「リスク対策」が必要

・全地域で防災活動を実施し，「自主防災力」の
底上げを行う

・地域ごとの「リスク対策」が必要

災害に強い地域

防災科学研究所の取り組み

・独立行政法人防災科学技術研究所では，自
治体に依頼され，地域防災の高度化を目的と
した「ワークショップ」を支援している

ワークショップの流れ

１．被害を見積もり

２．災害対応シナリオづくり

３．防災マップづくり

４．防災訓練で検証



ワークショップの効果・課題

効果

地域ごとのリスク対策の共有化を図れる

ひとりひとりの防災意識の向上

課題

・継続性の問題

・必要性の認識

・住民参加率

これらの問題を
解決したい

藤沢市の活動事例

ふじさわ防災ナビで災害情報を提供

防災リーダー育成のため定例講習会を開催

「継続性」を保つために，行政側がある程度
強制力をもって支援している

政策提言

 住民による災害対策構築のためのワーク
ショップを全地域で実施する

 行政は災害対策構築のため，住民を全面的
にサポートする

○地域住民に動いてもらう点，全ての地域で実
施する点からこの政策を「防災ミッション」と呼
ぶ

政策概要図

行 政 地域コミュニティ

主導課 ①勉強会

（防災担当課） ②まち歩き

↓ ③防災マップの作成

関係各課 ④防災マップの公開配布

（福祉・教育等） ⑤防災マップを利用しての

↓ 防災訓練

関係主体 ⑥住民討論による

（民生委員・会社等） 今後の課題注出と対策決定

⑦防災マップ・対策の更新
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政策の評価

 地域に適した災害対策の策定が可能

 行政では動きが取りづらい部分の補完が可
能

 災害の社会・経済の波及的な影響

☞全ての地域で防災活動を実施すること

は評価できる

 最終的に自立した災害対策へ繋がる

ご清聴ありがとうございました


